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JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

今後の調査研究領域

・持続可能な開発目標（SDGs）

・カーボンニュートラル

・サーキュラーエコノミー

・データプラットフォーム

・生物多様性

・環境経営

・環境認証

＋

・省エネ

・再生可能エネルギー

・水素

・CCS/CCU

・原子力

・蓄電池

・次世代燃料

・AI＆ICT活用

新技術
動向調査
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２０２５年度活動方針
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活動履歴（２０２５年度）

◼ 部会開催： 1回／月程度

◼ 講演会開催：
①「エネルギーマネジメントによる省エネの取組みついて」

NTTアーバンソリューションズ株式会社 満田隆啓氏、馬場崎忠利氏
②「都市のDXの最新動向」

Pacific Spatial Solutions株式会社 清水直哉氏
③「脱炭素への扉を開くメタン生成プラント」

アイトステック株式会社 佐藤秀樹氏
④「これからの「面白い街づくり」の話をしよう

～ICTを活用し、スマートシティの目指すもの～」
NTT東日本株式会社 栗原晃司氏

⑤「GX関連政策の動向とトピックス」
部会長 横山健児氏

⑥研究部会員の持寄り勉強会

◼ 訪問調査：
 ①東急不動産様「おもはらの森」
➁芝浦水再生センター
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講演内容

１．国内におけるＧＸ関連政策

２．省エネや街づくりにおけるICTの活用

・コミッショニング（Cx）とAIの活用

・都市のDX

２．緑地と生物多様性

３．廃棄物処理における新技術

４．今後のエネルギー環境保全マネジメント研究部会

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

ＧＸ政策が推進する
脱炭素・生物多様性・循環型社会のトピックス
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2025年2月18日閣議決定

✓ GX2040 ビジョン

✓ エネルギー基本計画

✓地球温暖化計画

2024年08月02日閣議決定

✓第五次循環型社会形成推進基本計画

国内におけるＧＸ関連政策

7JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会



項目 概要

省エネル
ギー

•建築物、住宅は速やかに省エネルギー性能の向上を進めるとともに、非化石転換やDRも推進して
いく。機器・建材トップランナー制度の強化を図る。

2025年度：小規模建築物、住宅の省エネルギー基準への適合を義務化
2030年度：新築される建築物のZEB・ZEH基準の確保
2050年度：ストック平均でのZEB・ZEH基準の確保

•中小企業の新市場・高付加価値事業への進出を支援する。
•データセンターの効率改善を進める。住宅等の省エネ化を制度・支援の両面から推進する。

エネルギー
マネジメント

• 2030年までにBEMS（Building and Energy Management System）を約半数の建築物に導入する。さ
らに、運用改善等を行う「エコチューニング」を推進する。
• 2030年までにHEMS（Home Energy Management System）及びスマートホームデバイスがほぼ普及
することを目指す。

緑化
•緑化地域制度の活用等による建築物敷地内の緑化、優良緑地確保計画認定制度の活用による良
質な緑地の確保、民有緑地や農地の保全など地域全体の地表面被覆の改善を図る。 

木材利用

•木材を建築物等に利用、建材に向かない木材等を化石燃料や化石資源由来素材の代替として利
用することで、二酸化炭素の排出を削減する。このため、適切な森林の整備・保全、木材利用の取
組を推進する。
•建築物等における木材の利用の促進に関する法律（都市（まち）の木造化推進法）が整備されたこ
と等を踏まえ、都市等における非住宅・中高層建築物等の木造化・木質化を促進する。
•化石資源由来プラスチック等を代替し得る木質系新素材の利用を推進する。

CO2排出量
算定

•建築物の脱炭素化を図るため、使用時だけでなく、建設から解体に至るまでの建築物のライフサイ
クルを通じて排出されるCO2等（ライフサイクルカーボン）の算定・評価等を促進する。

建築・設備に関する政策の方向性
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項目 概要

再生可能
エネルギー

•再生可能エネルギー、原子力などの脱炭素電源を最大限活用。再エネか原子力かといった二項対立
的な議論からの脱却。
•再生可能エネルギーの主力電源化。ペロブスカイト太陽電池、浮体式洋上風力、地熱発電の推進。
• AI やロボットなどのデジタル技術を活用したDX にも取り組む企業に対して、脱炭素電力の利用を促
すインセンティブ措置を検討する。

新エネル
ギー

•合成燃料、SAF 、合成メタン、グリーンLPG の導入促進に向けて必要な制度等を整備し、ＧＩ基金の
活用による実用化・低コスト化に向けた研究開発支援を行う。
•水素等（アンモニア、合成メタン、合成燃料を含む）は、幅広い分野での活用が期待される、技術開発
により競争力を磨くとともに、世界の市場拡大を見据えて先行的な企業の設備投資を促していく。ま
た、バイオ燃料についても導入を推進していく。

エネルギー
マネジメント

•中堅・中小企業が簡易にエネルギー消費量や排出量の算定・見える化を行うため、省エネ診断の充
実等や中小企業基盤整備機構による排出削減計画の策定等のハンズオン支援等を行う。
•空港、港湾、道路、ダム、上下水道等の多様なインフラを活用した再エネの導入促進やエネルギー消
費量削減の徹底、都市緑化やエネルギーの面的利用等を進める。
•省エネ法に基づく連携省エネルギー計画制度等の活用や支援措置を通じ、複数事業者間の連携に
よる省エネルギーの取組を促進する。（電気・熱・移動のセクターカップリング）

産業用地と
脱炭素電源
の整備

•脱炭素電力等のクリーンエネルギーの供給拠点には地域偏在性があることから、「エネルギー供給
に合わせた需要の集積」という発想が必要。GX 産業への転換が求められるタイミングで、効率的・効
果的にスピード感をもって、「新たな産業用地の整備」と「脱炭素電源の整備」を進め、今後の地方創
生と経済成長につな ていくことを目指す。

その他
•災害の多い我が国では、可搬かつ貯蔵可能な石油製品やLPガスの安定調達と供給体制確保も「最
後の砦」として重要であり、SSによる供給ネットワークの維持・強化に取り組む。

エネルギーに関する政策の方向性
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項目 概要

排出量取引
制度

•排出量取引制度の本格稼働（2026 年度～）
公平性・実行性を確保しつつ、対象企業の業種特性や脱炭素への道筋等を考慮する柔軟性を
有する形で、排出量取引制度を本格稼働

①一定の排出規模以上 直接排出１０万トン の企業は業種等問わずに一律に参加義務
②業種特性等を考慮した政府指針に基づき対象事業者に排出枠を無償割当
③排出枠の上下限価格を設定することによる取引価格に対する予見可能性の確保

CO2クレジッ
ト創出

• Ｊ-クレジット制度の更なる活性化を図る。 具体的には、炭素除去・吸収系のクレジットの創出・活
用を促進する、また、CO2吸収型コンクリート等のクレジット化の検討を進める。
•個人や中小企業等の省エネルギー・再生可能エネルギー設備の導入に伴い生じる環境価値のク
レジット化を進めるため、国等の補助事業の更なる活用や機器メーカー・リース会社・商社等が主
体となって一つのプロジェクトとして取りまとめることを促進する。

農林水産業
•みどりの食料システム戦略に基づき、食料・農林水産業における脱炭素化、吸収源の機能強化等
に向けたイノベーション推進、資源・エネルギーの地域循環等に向けた投資促進。

CO2クレジットに関する政策の方向性
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項目 概要

廃棄物

•温室効果ガスの排出削減にも資する3R＋Renewable（バイオマス化・再生材利用等）を推進するととも
に、循環型社会形成推進基本法に基づく第五次循環基本計画に基づき、廃棄物処理施設における廃
棄物発電等のエネルギー回収や廃棄物燃料の製造等を更に進める。（プラスチック資源循環戦略）
• 2030年代後半以降に排出量が顕著に増加する太陽光パネルについて、適正なリユース・リサイクル・
廃棄が確実に行われるようにするために、新たな制度の構築に向けて検討を進める。

バイオ由来
製品

•バイオものづくりとして、微生物設計・プラットフォーム事業者育成、最終製品サプライヤーとの連携、
バイオファウンドリ基盤整備を進め、戦略的ルール形成によりバイオ由来製品の社会実装を目指す。
• 「バイオプラスチック導入ロードマップ」に基づきバイオマスを原料とするプラスチックの利用を促進。

その他
•廃棄物処理施設を核にCO2等を資源として活用する新たな循環産業の創出を目指 し、廃棄物処理施
設においてCO2の分離・回収を行う「カーボンニュートラル型廃棄物処理施設」の技術開発を推進し、
2030年度までに確立する。

サーキュラーエコノミーに関する政策の方向性
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項目 概要

省エネ
• DXやAIの進展も踏まえたデジタル技術の活用の促進などにより、徹底した省エネを推進すること
が必要である。

需給調整

•再生可能エネルギーの電力需給調整を担う次世代蓄電池等の技術開発やスマートエネルギー
マネジメントシステムの社会実装を進めていく。
•調整力やスマートエネルギーマネジメントシステムについては、蓄電池や水素等による脱炭素化
された調整力を活用する技術開発を促進するとともに、系統の安定性を支える次世代インバータ
等の開発を進めるなど、需給近接型の多様なリソースを組み合わせることを通じた電力システム
の柔軟性・安定性の向上を図る。
•住宅・建築物は、家庭・業務部門のカーボンニュートラルに向けて鍵となる分野であり、外部から
のエネルギーに依存しないゼロ・エネルギー化を可能な限り進める観点から、より高い省エネル
ギー水準を有した自家消費型の住宅・建築物（次世代型太陽光、給湯器、建材、蓄電池、電動車
等）や、高度なエネルギーマネジメント・ＤＲシステムの構築等の実現に向けて、コスト削減や狭小
地でも活用できる小型設備開発など、イノベーションを促進していく。

資源循環

•電子マニフェストの機能向上や更なる普及拡大に取り組むことなどの廃棄物分野のDXの推進は、
（不法投棄の）新規事案の未然防止策として有効である。
•資源循環分野の更なるDXの推進を通じた効率化、新たな価値の創造による付加価値の高いビ
ジネスモデルの構築やこれらを通じた雇用機会の創出が求められている。

データセンタ
• GX×DX を進め、産業構造の高度化に不可欠なAI 向けのDCは、膨大な電力を必要とし脱炭素
電力で賄う必要。

インセンティ
ブ

•需給一体型で効果的に脱炭素電力の利用や整備を進めるため、AIやロボットなどのデジタル技
術を活用したDXにも取り組む企業に対して、脱炭素電力の利用を促すインセンティブ措置を検討
する。

GXｘDXに関する政策の方向性
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講演内容

１．国内におけるＧＸ関連政策

２．省エネや街づくりにおけるICTの活用

・コミッショニング（Cx）とAIの活用

・都市のDX

２．緑地と生物多様性

３．廃棄物処理における新技術

４．今後のエネルギー環境保全マネジメント研究部会

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

ＧＸ政策が推進する
脱炭素・生物多様性・循環型社会のトピックス
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エネルギーマネジメントによる省エネの取組み

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

１．既存大規模建物のコミッショニング（Cx）

２．AIを活用した空調制御

３．省エネ施策の副次効果による総合評価

更なる省エネ化を目指した新たな動き
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既存大規模建物のコミッショニング（Cx）

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

NTTアーバンソリューションズ株式会社様資料から抜粋＆作成

既存建物では、再エネの調達と合わせて、建物データを活用した「更なる省エネルギー化」を推進

総合診断の実施
Cxの事前検討

調査企画フェーズ 対策実施フェーズ

・建物全体のエネルギー分析
・省エネターゲットの設定
・Cxの専門家企業への相
・試行の意思決定

・設備機器調査、詳細データ収
集、データ分析、課題抽出

・制御パラメータ検討、チュー
ニング作業、効果検証
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コミッショニング（Cx）における主な課題

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

NTTアーバンソリューションズ株式会社様資料から抜粋



AIを活用した空調制御の取組み概要
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NTTアーバンソリューションズ株式会社様資料から抜粋

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会
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共用部におけるAI空調制御

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

NTTアーバンソリューションズ株式会社様資料から抜粋
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専有部におけるAI空調制御（熱負荷予測制御）

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

NTTアーバンソリューションズ株式会社様資料から抜粋



20

省エネ施策の副次効果による総合評価（NEBs※）

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

※Non-Energy Benefits

NTTアーバンソリューションズ株式会社様
資料から抜粋
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省エネ施策のNEBsによる総合評価

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

NTTアーバンソリューションズ株式会社様資料から抜粋
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講演内容

１．国内におけるＧＸ関連政策

２．省エネや街づくりにおけるICTの活用

・コミッショニング（Cx）とAIの活用

・都市のDX

２．緑地と生物多様性

３．廃棄物処理における新技術

４．今後のエネルギー環境保全マネジメント研究部会

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

ＧＸ政策が推進する
脱炭素・生物多様性・循環型社会のトピックス



2010～2015年
インフラのデジタル化
効率化

テクノロジー中心

2015～2020年
社会的課題解決や
SDGsへの対応

2020年以降
気候変動、災害対策、
市民QOLの向上
デジタルツインの登場

2024年以降
3D解析、
オープンデータ、
ネイチャーポジティブ
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“ＳｍａｒｔＣｉｔｙ”の変遷

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

NTT東日本株式会社様資料から抜粋・加工

ニューヨーク街路樹の管理 街のKPI監視

国土交通省が主導する
3D基盤PLATEAU

サイバー空間での分析・シミュレーション

【課題】
•具体的には何をどうやってフィードバ
ックするのか。
•個別システムがAIを持ち始めた中で
デジタルツインの役割とは何か。
•まちづくりを官から民へ



24

PLATEAUの活用例

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

•「屋根（roof）」の属性値が含まれたジオメトリを抽出し、角度や傾き、日陰等を入力するこ
とで、都市スケールで太陽光発電シミュレーションが可能となる。
•屋内外の歩行可能な 「床（floor）」や「歩道（sidewalk）」を抽出すれば、屋内外を含む立体
的な避難シミュレーション を行うこともできるようになる。
•建築物の「壁面（wall）」の位置や材質（material）情報 を活用することで、騒音や電波の拡
散・減衰シミュレーションなども可能となる。

Pacific Spatial Solutions株式会社様資料から抜粋
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環境分野におけるユースケース

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

市民協働による樹木管理DX

•実施事業者 : 東邦レオ株式会社/Pacific Spatial 
Solutions 株式会社/株式会社バイオーム
•市民協働により樹木データを収集し、データベースを構
築。樹木の環境価値を明らかにし、都市緑化や脱炭素
まちづくりを推進

樹木データを活用した温熱環境シミュレータの開発

•NTT東日本・Pacific Spatial Solutions共同提案体
•専門知識を持たない職員や企業担当者でも容易
に利用可能な、3D都市モデルを活用した樹木管
理システム及び緑の効果の定量的評価法を開発
•デジタル技術を官民で活用し、全国的な緑化推進
を目指す

Pacific Spatial Solutions株式会社様、NTT東日本株式会社様資料から抜粋
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東京都における都市のデジタルツイン

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

Pacific Spatial Solutions株式会社様資料から抜粋
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自治体３Ｄ＆オープンデータの公開

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

Pacific Spatial Solutions株式会社様資料から抜粋

●静岡県VIRTUAL SHIZUOKA構想

●大阪府、埼玉県、山梨県なども点群データをオープンデータとして公開
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新たなＩＣＴ技術：ＩＯＷＮ

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

NTT東日本株式会社様資料から抜粋
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ＩＯＷＮの様々な活用例(屋内)

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

NTT東日本株式会社様資料から抜粋

低消費電力、高速大容量、低遅延、リソース細分化による高効率化の特徴を生かして、
様々な分野で活用される
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ＩＯＷＮの様々な活用例(屋外)

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

NTT東日本株式会社様資料から抜粋

街路灯のネットワーク化により新しいネットワークインフラを構築し、新しい街づくりを実現

街路灯の設置場所には電源があり、今後、電柱の地中化が進むことからカメラ、各種センサをネットワ
ークでつなぐノードとして見直されているLED化とともに街を結ぶ新しいネットワークインフラを構築する
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講演内容

１．国内におけるＧＸ関連政策

２．省エネや街づくりにおけるICTの活用

・コミッショニング（Cx）とAIの活用

・都市のDX

２．緑地と生物多様性

３．廃棄物処理における新技術

４．今後のエネルギー環境保全マネジメント研究部会

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

ＧＸ政策が推進する
脱炭素・生物多様性・循環型社会のトピックス



優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001840892.pdf

国土交通省が良質な緑地確保の取組を「気候変動対策」・「生物多様性の確保」・「Well-beingの向上」の視点で評価・認定する新た
な制度（2024年度～）。 GRESBやTNFDなどの国際的な認証との連携や緑地整備の支援に関するインセンティブを設けている。

32JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会



2024年度 TSUNAG認定

https://tsunag-
mlit.com/tsunag/certifiedProjects

33JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会



2025年度 TSUNAG認定

34JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会
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東急不動産ホールディングスの環境経営

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

東急不動産ホールディング様資料から抜粋

「脱炭素社会」、「生物多様性」、 「循環型社会」 ３つの環境課題について包括
的に取り組みを進める
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生息地の提供によるポジティブインパクト

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

東急不動産ホールディング「TCFD / TNFD レポート」から抜粋
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講演内容

１．国内におけるＧＸ関連政策

２．省エネや街づくりにおけるICTの活用

・コミッショニング（Cx）とAIの活用

・都市のDX

２．緑地と生物多様性

３．廃棄物処理における新技術

４．今後のエネルギー環境保全マネジメント研究部会

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

ＧＸ政策が推進する
脱炭素・生物多様性・循環型社会のトピックス



38

廃棄物の再資源化の意義

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

アイトステック株式会社様資料から抜粋
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メタンガス需要の背景

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

アイトステック株式会社様資料から抜粋
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メタン生成プラントの概要

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

アイトステック株式会社様資料から抜粋
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研究部会員の持寄り勉強会におけるトピックス

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

【環境経営】
・CO2排出係数の低下で排出量が減少しているのが現実。
・プラスチックのリサイクルにも取り組んでいるが、処理企業を探索しているだけ。
・CO2クレジットの検討は様子見状態。
・スコープ3算出におけるビジネス環境と影響力

【省エネルギー】
・省エネ補助金の複数年、大規模化。
・省エネと安心安全のシナジー。

【エネルギー関連】
・系統蓄電池の需要が顕在化。
・洋上風力発電からの撤退。
・地熱発電、核融合発電の動向。

【CO2クレジット等】
・東京都排出権取引の現状と国策クレジットとの関係
・炭素除去・吸収系であるDAC（直接空気回収技術）クレジットの動向
・「DACコート」（既存のコンクリート表面に塗るだけでCO2の吸収・固定化が可能となる技術）
・DAC向けMOF（金属有機構造体）の開発

【熱利用】
・蒸気に代わる代替の熱エネルギー（熱から電気へのエネルギー転換の可能性）。

・都市ガスのカーボンフリー化



今後の活動方針とみなさまへのお願い

JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

現在、エネルギー環境保全分野はホットです。
是非、研究部会にご参加ください！！

今後の調査研究領域

・カーボンニュートラル

・サーキュラーエコノミー

・データプラットフォーム

・生物多様性

・CO2クレジット

・環境経営

＋

・省エネ

・新たな再生可能エネルギー

・水素

・蓄電池

・CO2回収技術

・熱のカーボンフリー化

・AI＆ICT活用

新技術動向調査

42



JFMAエネルギー環境保全マネジメント研究部会

ご清聴ありがとうございました
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